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 研究要旨 
視覚聴覚二重障害児12例について検討を行った。音声を介したコミュニケ

ーションが行えているのは4例であった。この4例のうち2例は手話併用で聴

覚特別支援学校に通学し、1例は視覚特別支援学校で音声を介したコミュニ

ケーションを可能にするために補聴援助システムなどを多用しながら通学し

ている。もう1例は手足の運動障害および視覚聴覚障害が進行したために、

手話もできず音も聞き取れない状況となり、自分の置かれている状況が受け

止められず精神的に追い詰められた状況になった。納得するまで話し合いを

したのちに人工内耳植込み術を施行し、会話が成立するようになったことで

気分が前向きとなり、社会参加の意欲が認められるようになった。一人一人

の障害の状況により必要とされる支援も異なる。現在の特別支援学校では複

数の障害に対して十分な支援が行われているわけではなく、今後の課題と考

える。 
 
Ａ．研究目的 
レジストリに登録している視覚聴覚二重障害児

のコミュニケーションや社会への関わりについ

て明らかにすることを目的にした。 
 
Ｂ．研究方法 
当院にて視覚聴覚二重障害としてレジストリ登

録されている 12 例について、電子カルテ情報か

ら後方視的に情報を検討した。 
 
(倫理面への配慮) 
本研究は「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針 」に則り、各施設の倫理委員会の承認

を得て行われており、倫理面での問題はないも

のと考えられる。 

 
Ｃ．研究結果   
12例の内訳は、CHARGE症候群などの症候群性

疾患が5例、先天性風疹症候群1例、Charcot 
Marie Tooth病1例、未熟児出生など遺伝的検索

では明らかになっていないもの5例であった。 
聴力レベル： 
純音聴力検査にて良聴耳が重度難聴：4例、高度

難聴7例、中等度難聴1例、軽度難聴1例であった。 
コミュニケーション： 
12例のうち、音声または手話併用で音声による

コミュニケーションが可能であったのは4例で

あった。精神発達遅滞が重度のため、コミュニ

ケーション方法が確立していない例が3例、マカ

トンなどのサインを用いて日常生活の必要なや

りとりを少し獲得できている例が4例、重度の聴

覚障害と視覚障害を合併しているため触手話や

手のひらに文字を書くことでやりとりができて

いる例が1例であった。 
音声を介したコミュニケーションが取れている

4例について検討した。 

 
症例１は弱視ではあるが、日常生活上で手話を

見ることが可能であり、聴覚特別支援学校で友

人に対して手話を使用しつつ家族とは主に音声

でやりとりをしている。ただし、構音が不明瞭

であり、家族以外とは手話が使えることで困難

面を解決させている。 
症例２は弱視であるが見えにくいことがあまり

生活に支障をきたしていない。聴覚特別支援学

校では発達障害がある特別クラスに在籍し、細

かな対応をしてもらえていること、さらに同ク

ラスの友人がすべて手話で活発に会話が可能で

 

右 左 基礎疾患 コミュニケーション方法 教育
1 70 70 未熟児出生 手話併用音声 聴覚特別支援学校
2 80 80 Waardenburg症候群 手話併用音声 聴覚特別支援学校
3 80 80 未熟児出生 音声 視覚特別支援学校
4 90 100 Charcot-Marie Tooth病 音声 聴覚特別支援学校
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あることから、ほぼ会話を手話メインで音声を

つけて行っている。 
症例３は弱視であり、文字はほとんど読めない

ことから視覚特別支援学校に在籍し、点字での

授業を受け、コミュニケーションは音声のみで

ある。大多数は聴力は正常である児童が在籍し

ているため、点字を使用する音や雑音などの配

慮がなくやり取りに苦慮する面があった。この

ため補聴支援機器などを併用することで、教師

の声が直接届くようにすることで乗り越えるこ

とができている。自身の学習などで表現をする

ことができているものの、視覚障害はあっても

聴覚は正常な友人との会話には全く配慮がされ

ないためついていくことに困難が生じている。

また聴覚障害に対して補聴援助システムを使用

する以外の支援が得られないことから、学校と

いう場で自然に得られるべき社会性の発達に不

安が感じられている。 
症例４は聴覚特別支援学校で手話を併用しなが

ら音声言語でのコミュニケーションがとられて

いたが、小学校高学年より進行性の運動神経麻

痺が見られるようになり、高校進学で肢体不自

由の特別支援学校に転校した。聴覚障害への配

慮がなく、さらに手の巧緻性も低下して手話も

困難となり、聴覚および視覚の低下も顕著とな

ってきたため昼夜逆転、不登校、暴力などが見

られるようになった。中枢性難聴であるため効

果が不明瞭であることを本人と何度も話し合う

機会を作った上で、人工内耳植え込み術を選択

したところ、以前よりは聞き取りが上昇し、現

在就労支援がうけられるまでに改善した。 
 
Ｄ．考察 
視覚聴覚二重障害がある児の状況について検討

を行った。精神運動発達遅滞が高度に合併して

いる例が多く、重度の場合はサインなどを獲得

することも困難である。この場合は、聴力など

の評価も表情をみながら推測していくしかない

ため、補聴器の管理も困難となることが少なく

ない。今回は少なくとも音声言語を使用してコ

ミュニケーションを行っている 4 例について詳

細な検討を行った。視覚障害が高度ではない中

等度難聴の 2 例については、聴覚特別支援学校

で友人たちも手話を使用していることから、ゆ

っくり手話をみながら会話することができてい

た。視覚障害があることで、口がはっきり模倣

できず構音が口ごもった不明瞭になることも少

なくない。このため、音声言語のみでのコミュ

ニケーションは何度も聞き返されるストレスが

あるが、手話を併用できることでスムースに行

えていることがうかがわれた。一方視覚障害が

高度であった場合、手話が見えないためコミュ

ニケーションに使用するのは不可能であった。

環境も聴覚障害に配慮されないため、教師の話

を聞くための補聴援助システムは効果的であっ

た。しかし、友人との「女子トーク」などができ

ないことから友人関係を築くことに困難が生じ

がちであり、こうした二重障害児に対しては何

らかのサポートを考えてもらうように今後検討

していく必要があるだろう。また、症例 4 のよ

うに手話も困難となると社会からの孤立が生じ

てしまう。 
視覚聴覚二重障害の支援において最も重要な

ことは、コミュニティでの孤立、疎外感をもた

せないことではないかと考える。現在小児医療

施設では成人医療への移行支援を進めている。

基本的には 10 歳頃から自立支援を進め、自身の

健康状態を説明できるようにし（セルフアドボ

カシー）、病気に関する必要な情報を集めて活用

（ヘルスリテラシー）することが求められてい

る。学校などのコミュニティにて生じる問題は、

一つの障害のみを有している児に比較してかな

り大きく、上手に対応していないと社会からの

孤立や引きこもりなどにつながってしまう可能

性は少なくない。これらのことを家族にも情報

共有した上で、学校の選択や医療を受ける上で

の選択肢を検討してもらうことが必要であろう。 
 
Ｅ．結論 
視覚聴覚二重障害児の中でも、特に音声言語を

使用してコミュニケーションを行っている児に

ついて検討を行った。視覚障害により構音が不

明瞭に獲得している児でも、手話が可能であれ

ば日常生活に支障なく学校生活が送れている。

一方、手話が困難な場合、聴覚障害への配慮が

不十分であることが少なくなく、周囲とのコミ

ュニケーションが困難で孤立や疎外感を感じる

ことが多い。早期からの自立支援を通して問題

の解決を図ることが重要である。しかし現時点

では特別支援学校はそれぞれの障害に特化した

支援が受けられるのみで二重障害にまでは対応

が困難となっていることが課題である。 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
該当なし 
2. 学会発表 
該当なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
該当なし
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